宇美町内の公共建築物等における木材の利用の促進に関する方針　新旧対照表
改正後　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現　行

	（略）
第１　町内の公共建築物等における木材の利用の促進のための施策に関する基本的事項

１　（略）
２　町内の公共建築物等における木材の利用の促進のための施策の具体的方向

以下のとおり施策の方向を定め、木材の利用の促進を図ることとする。

（1） 公共建築物の木造・木質化の促進

次の３の積極的に木造化（注１）を促進する公共建築物の範囲に該当するものについて木造化の促進を図るとともに、木造化が困難な施設においても、内装等の木質化（注２）に努めることとする。
また、ＣＬＴ（注３）や木質耐火部材等の新たな木質部材の活用に取り組むものとする。

（２）～（５）　（略）
　３　積極的に木造化を促進する公共建築物の範囲
中高層の建築物や面積規模の大きい建築物においては、求められる強度、耐火性等の性能を満たすために極めて断面積の大きな木材を使用する必要があるなど、現状では、構造計画やコストの面で木造化が困難な場合もある。

このため、公共建築物の整備においては、１の木材の利用を促進すべき公共建築物のうち、建築基準法その他の法令に基づく基準において耐火建築物とすること又は主要構造部を耐火構造とすることが求められていない低層の公共建築物において、積極的に木造化を促進するものとする。
また、一定の防火措置を行うことで主要構造部の木材を防火被覆せずに見せながら使える準耐火構造等での公共建築物についても、積極的に木造化を促進するものとする。
（以下　略）
第２　町が整備する公共建築物等における木材の利用の目標　（略）
第３　その他県内の公共建築物等における木材の利用の促進に関し必要な事項
　１　（略）
　２　公共建築物の整備等においてコスト面で考慮すべき事項

公共建築物の整備において木材を利用するに当たっては、一般に流通している木材を使用する等の設計上の工夫や効率的な木材調達等によって、建設コストの適正な管理を図ること

が重要である。

また、建設自体に伴うコストにとどまらず、維持管理及び解体・廃棄等のコストについても考慮し、部材の点検・補修・交換が容易な構造とする等の設計上の工夫により維持管理コストの低減を図ることを含め、その計画・設計等の段階から、建設コストのみならず維持管

理及び解体・廃棄等のコストを含むライフサイクルコストについて十分検討するものとする。
加えて、木造の建築物は耐久性が低いと考えられがちであるが、劣化対策や維持管理・更新の容易性を確保する措置等を適切に行った木造の建築物については、長期にわたり利用が可能であることや、利用者のニーズ、木材の利用による付加価値等も考慮し、これらを総合的に判断した上で、木材の利用に努めるものとする。
（注1） （略）
（注2） （略）
（注３）「ＣＬＴ」とはCross Laminated Timber（直交集成板）の略。板の層を各層で互いに直交するよう積層接着した圧型パネルをいう。
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